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事業区分 経常研究（応用） 研究期間 令和４年度～令和６年度 評価区分 事前評価

研究テーマ名

（副題）

スマート工場実現のための作業工程監視装置の開発

（DX実現のためのIoTとAI技術を用いた製造業支援）

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 工業技術センター 機械システム科 田口喜祥

＜県総合計画等での位置づけ＞

長崎県総合計画

チェンジ&チャレンジ2025

柱２. 力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す
基本戦略２－１ 新しい時代に対応した力強い産業を育てる
施策（１） 成長分野の新産業創出・育成

ながさき産業振興プラン2025
基本指針３ 地力を高める
施策の柱 ３－３ 製造業・サービス産業の生産性向上と成長促進
１ 競争力の強化による製造業の振興

１ 研究の概要

研究内容(100文字)

工場内で稼働している機械装置の稼働状況をIoT（もののインターネット）技術により取集し、AI（人工知能）技

術を用いて解析することで、作業工程の進捗状態や稼働状態を監視する装置を開発する。

研究項目

① 稼働装置推定技術の開発

② 作業工程監視装置の開発

③ 連続稼働評価試験の実施と検証

２ 研究の必要性

１） 社会的・経済的背景及びニーズ

公益財団法人日本生産性本部による「労働生産性の国際比較 2019」によると、日本の労働生産性は、主

要先進国の中で最下位と報告されている。一方総務省統計局が公表した「2020年5月確定値での人口推計」

米諸国と製造業と比較して労働生産性が低いことが問題となっている。このため、日本の中小製造業では生

産効率を上げるため、既存設備の稼働時間や行程管理を自動的に行う技術に対する期待が大きくなってい

る。

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性

国は、経済産業省を中心にデータとデジタルデータを活用して生産性を上げる DX（デジタルトランスフォ

ーメーション）の推進のための取組を実施している。長崎県でも、長崎県次世代情報産業クラスター協議会を

設立し、県内企業の AI、ロボット、IoT 分野の技術開発を推進しているため、工業技術センターでもこの分野

での技術開発を実施する必要がある。

３ 効率性（研究項目と内容・方法）

研究

項目
研究内容・方法 活動指標

R
４

R
５

R
６

単位

① 稼働装置推定技術の開発 試作件数
目標 1 1

件
実績

② 作業工程監視装置の開発 試作件数
目標 1 1

件
実績

③ 連続稼働試験
連続稼働

時間

目標 １
月

実績



１） 参加研究機関等の役割分担

工業技術センター：AI技術を用いた作業工程監視装置の試作、技術普及支援

県内企業：共同研究、共同技術開発などによる実証試験

２） 予算

研究予算
（千円）

計
（千円）

人件費
（千円）

研究費
（千円）

財源
国庫 県債 その他 一財

全体予算 9,568 5,868 3,700 3,700
4年度 3,256 1,956 1,300 1,300
5年度 3,156 1,956 1,200 1,200
6年度 3,156 1,956 1,200 1,200

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案
※ 人件費は職員人件費の見積額

（研究開発の途中で見直した事項）

４ 有効性

研究

項目
成果指標 目標 実績

R
４

R
５

R
６

得られる成果の補足説明等

① 装置推定確率 80％ ○
IoT と AI 技術を用いて、稼働中の装置を推定する
技術を開発する

②
共同技術開発の実

施
２件 ○ 県内企業と共同研究を行い、技術移転を行う

③
技術研究会による、

AI、IoT技術の普及
4件 ○

開発した技術を基にIoTやAIに関する技術の普及
を目的とした研究会を開催する

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性

最新の工作機械や生産機械には IoTや AI の技術を使用した製品が提供されている。しかし、県内企業の

多くはIoTなどの機能が搭載されていない既存の機械装置や生産設備を使用している。これまでの技術開発

により機械装置に改良を行わずに制御装置からのデータを収集し監視を行う技術や基本特許「工具認識機

能を有した工作機械監視予測制御装置」（特許番号6722372）を取得している。また、工業技術センター内でも

AIに関連した技術開発は重点分野と設定し、協力して実施する体制にあるため優位性は高い。

２）成果の普及

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ

開発した技術を県内企業に普及するために、自動制御技術研究会 IoT 分科会でセミナーや講習会を開催

する。また、県内企業との共同研究や共同技術開発を実施することで技術支援や技術移転を行い、研究成

果を県内企業に還元する。

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策

への貢献等）の見込み

日本の製造業は、欧米諸国と製造業と比較して生産性が悪いことが問題となっており、県内企業からも生

産性向上のための技術開発が求められている。本研究により、多くの県内企業が使用している従来型の生

産設備からでも作業工程を監視できるようになれば、生産性の改善が可能となり、県内企業の競争力向上に

貢献できる。

（研究開発の途中で見直した事項）



別紙２（様式2）                       研究評価の概要

種

類
自己評価 研究評価委員会

事

前

（R３年度）

評価結果

(総合評価段階： A )

・必 要 性 Ｓ

国や県が推進しているAIやIoTに関する技術開発で

ある。また、県内中小企業からの要望が大きい生産

性効率の向上に関する取り組みであり必要性は高

い。

・効 率 性 Ａ

これまで技術開発により AI、Ioｔ技術を用いて稼働監

視を行う基本特許「工具認識機能を有した工作機械監

視予測制御装置」（特許番号 6722372）を取得してい

る。今回の研究では特許技術に新たな技術を追加し

て工程監視を行う研究であり、効率性は高い。

・有 効 性 Ａ

研究開発の成果や内容は、自動制御技術研究会IoT

分科会で県内企業に普及すると共に、共同研究や共

同技術開発により県内企業への技術移転を行う計画

となっており、有効性は高い。

・総合評価 Ａ

県内企業かから求められている工程監視に関する

技術開発であり、本開発をおこなうことで AI、IoT 機器

に関する技術を基に県内企業のDX（デジタルトランス

フォーメーション）の推進に貢献できる技術開発である

ため実施すべきと考える。

（R３年度）

評価結果

(総合評価段階： A )

・必 要 性 A

製造業において、IoT、AI のニーズは増大しており、

いかにして県内企業に普及させるかが課題であり、工

場のDXのためにも本研究の必要性は高い。

・効 率 性 A

監視内容と稼働機器の関係が明確で、システム構

築に関する知財を出願されており、工場現場のニー

ズを捉えた効率的な開発が期待できる。

・有 効 性 A

作業工程監視装置は、工場現場での有効性が高く、

県内企業へ活用方法を普及して頂きたい。

・総合評価 A

製造現場における DXの進展に不可欠な IoT、AI 研

究で、作業の基準化や効率化に貢献できる技術開発

である。県内の中小企業への技術提供を推進して頂

きたい。

対応 対応

県内中小企業のIoTやAIに関するニーズを、本研究

で開発した技術シーズを応用して対応できるよう開発

を進めていきたい。また、技術研究会や共同技術開

発により開発した技術の提供を推進することとする。

途

中

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価



対応 対応

事

後

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

（  年度）

評価結果

(総合評価段階：   )

・必 要 性

・効 率 性

・有 効 性

・総合評価

対応 対応


